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ドイツにおける ICTによる行政改革
― Industrie 4.0 の発想と行政―

早稲田大学政治経済学術院教授
縣　公一郎

近年、IoT が採り上げられ、ドイツでは Industrie 4.0 として作動し始めている。現在、
連邦政府や自治体レベルでは、ICT を利用した具体的な改革施策として、Digitale 
Verwaltung （ディジタル行政）2020 が実施され始めている一方で、Verwaltung （行政）
4.0 という構想が政府外から提示されている。このディジタル行政 2020 と行政 4.0 は、
相互にメカニズムとして連動しているわけではないが、行政 4.0 の構想について、本
稿では、いわばインフラとしての Internet of Systems/Persons/Data と、その上で作
動するInternet of Things/Servicesというネットワーク区別の視座でとらえてみたい。
その際、一つの論点となるのは、この二つのネットワークが、行政のレベルとセクター
との観点で、それぞれどの程度の範囲に及び得るか、という点である。この視座を
シェーマとしてのみ捉えて現状の施策を概観してみると、複数のレベルとセクターに
及び得る Internet of Systems/Persons/Data を今後更に充実させる一方で、まずセク
ターごとの Internet of Things/Services を実現・発展させ、レベル間・セクター間の
連携を図る、という方向性が一つ考えられよう。

はじめに

ドイツ連邦政府は、ICTを活用した改革施策であるDigitale Verwaltung 2020（以下、ディ

ジタル行政 2020と記す）を公表している。他方、Indutrie 4.0 とは、周知のとおり、ドイ

ツ連邦政府が提唱した IoT の構想であり、連邦経済省と連邦教育研究省が共同して、プ

ラットフォームを構築している 1。この構想は、もちろん、第一義には ICT を活用した第

4 次産業革命といわれるように、産業界のためのものではあるが、この発想が行政にも活

かされないだろうか、との問題意識の下、ドイツでは、Verwaltung 4.0（以下、行政 4.0

と記す）という構想が政府外から提示されている。構想としての行政 4.0と施策としての

ディジタル行政 2020は、現時点で、メカニズムの点で連動するものではないが、本稿では、

1　当該プラットフォームとして、BMWi/BMBF 2015 が設定されている。
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Industrie 4.0 の発想を筆者なりに捉えた上で、この発想から生まれた構想である行政 4.0

と、現状の施策であるディジタル行政 2020の一端を紹介し、概観してみたい。

1　Industrie 4.0 の発想

将来の工業生産では、高度柔軟化を遂げた大規模生産の下で製品は高度に個別化され、

顧客と事業パートナーは、一層、事業・価値創造過程へと統合され、そして製品と高価値

サービスが組み合わされて、いわゆるハイブリット製品となるだろう 2。所轄の連邦教育

研究省は、当該構想に基づく将来像をこのように捉えている。定義的には、生産が最先端

の ICT と連動し、人間、生産機器、施設、物流システム、そして製品が直接相互に結び

付き、企業間の生産・物流過程が一つの過程でスマートに結合し、より効率的で弾力的な

生産が可能となる 3、とまとめられよう。別々に存在している個別複数企業が研究・技術

協力し、それらの生産過程が ICT によって連携され、顧客の個別ニーズを満足する製品

を生産するために連動し、連携した物流過程を通じて納品される、こうした理解が可能で

あろうか。本原稿執筆時点で、複数産業セクターの 100 以上の企業関係者が当該プラット

フォームに協力している。

上記のような発想を仮に図式化すると、少なくとも以下三つのシェーマが可能となろう4。

このシェーマでは、生産全体を統御する中枢、実際の生産と物納を実施する拠点、そして

顧客を要素と捉え、その間の情報と製品の流れを矢印にて示している。生産と物流の類型

として、少なくとも、間接型、直接型、連携型の三つに区別されると考えられる。まず図

１の間接型は、通常の生産・納入を示す⓪との対比にて、その特性が明確となろう。⓪で

は、顧客 A・B に対応する拠点 A・B が、そのニーズ A・B を感知し、製品 A’・B’と

して生産し、納入する。他方、間接型①では、ニーズ C・D が、それぞれ対応する拠点に

2　BMBF 2015（1）.
3　BMWi/BMBF 2015.
4　筆者が聴講した 2 つの講演、Wolz 2015 及び Dowling 2015、そして、その後の Dowling 教授との意見交換から得
たイメージを図式化したものである。また、BMBF 2015（2）を参照した。

図 1　間接型 図 2　直接型

出典：筆者作成 出典：筆者作成
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て感知され、一旦中枢へ C+・D+ として転送され、集中管理されたのち、中枢から当該ニー

ズに即した別の拠点に C++・D++ として通知され、それぞれ別の拠点にて生産されて、C’・

D’として、それぞれ納入される。

さらに直接型②では、顧客が、その個別ニーズ C・D を直接中枢に知らせると、中枢は

集中管理した後、それを C+・D+ としてニーズに即した拠点に通知し、各拠点は C’・D’

として製品を納入する。そして、連携型③では、中枢の存在がなくとも、拠点が感知した

ニーズ C・D を相互管理し、適切な別の拠点に C+・D+ として通知し、当該拠点が C’・D’

として生産・納入する。簡便化のために、以上のように描写したが、当然のことながら、

拠点と顧客は 3 つ以上に拡張され得る。こうした情報と製品の流れを前提とすると、ニー

ズの適切な把握と分析、必要な資源と生産施設の特定と配賦、及び生産と納入という 3 つ

のフェイズが、システム全体として最適に実施される、と理解できる。

一つの製品を巡って、このシェーマがどの程度の範囲にまで広がり得るか、これが

Industrie4.0 において重要な点だろう。空間的広がりとしては、まず、一企業内と考えた

場合でも、当該企業が海外拠点を持つ限り国際的となり得、加えて、個別・複数企業が協

力関係に立つならば、なおさら国際的結びつきへと拡充される可能性がある。このシェー

マが産業セクター相互でどの程度の広がりを見せ得るかが大変興味深い。同一セクターで

の一企業内又は複数企業間であるのか、或いは複数セクター間となるのか。最終的には、

複数セクター間の国際的ネットワークをめざすことになるのであろう。

　

2　行政 4.0 の構想

こうした Industrie 4.0 の発想を行政に適用しようとするものが行政 4.0の構想である。

行政 4.0は、少なくとも Kruse/Hogrebe が提唱し、例えば von Lucke が現在敷衍してい

る構想である。行政が Industire 4.0 を推進する以上、行政側でも、改革としての行政 4.0

が必要であるとされ、例えば、限られた人的資源を通じた効率的・効果的活動、産業界と

の協力における迅速な意思決定、手続の簡素化と職員能力の向上、及び活動における ICT

図 3　連携型 図 4　行政 4.0 のイメージ

出典：筆者作成 出典：von Lucke 2015: S.11 より引用
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活用機会の全般的拡充5、これらがその要点となろう。行政4.0の理念では、イノヴェイショ

ンによる将来構築、財政状況の重視、そして制約下にある人材資源という状況下で、対企

業・顧客過程を効率化するための行政内外の両面にて、顧客・サービス・過程それぞれの

要件を密接かつ斉合的に調整する必要がある 6、とされている。

これらを具体化するため、行政 4.0の定義としては、CPS（Cyber Physical System）

の行政への技術的統合であり、行政過程における Internet of Things 及び Internet of 

Services の応用と、それに伴う価値創造、活動モデル、下流部門サービス並びに執務組織

構造への影響とされている 7。そのイメージは、図 4 の示すとおり、センサや作動装置、

また、マシーン相互（M2M）のネットワークから成る CPS を中心として、コンピュータ

システムのネットワークである Internet of Systems、市民をも包摂した人間のネットワー

クとして Internet of Persons、そしてデータのネットワークである Internet of Data が形

成される。そして、これら三つのネットワークの作動の上で、Internet of Things 並びに

Internet of Services が構想されている 8。

これをシェーマとして捉えるならば、一定の標準化を前提としてプロトコルを共有す

るコンピュータのネットワークとして Internet of Systems が構築された上で、Internet 

of Persons では Web 2.0 等を発端としたソーシャルメディアをも用いて市民を包摂し、

Internet of Data ではビッグデータやオープンデータをも用いて、データ分析とそれに基

づく予測が行われる。これが、いわばニーズの感知と処理の中枢となり、政策決定に当た

ることとなる。その上で、行政における具体的な財の供給としての Internet of Things が

稼働し、さらに、Internet of Services としてサービス供給のネットワークが存在するこ

ととなる。そこで、必要な人材と情報のネットワークがコンピュータシステムのネットワー

クの上で、いわばインフラである Internet of Systems/Persons/Data として作動し、それ

を基盤として、行政による対社会的な財・サービスの供給ネットワークとしての Internet 

of Things/Services が稼働している、との解釈が可能となろう。

ここで Industrie 4.0 の発想と対比してみると、この Internet of Systems/Persons/Data

とInternet of Things/Servicesが、空間的にどのレベルで構築可能かということが行政4.0

での一つの論点であろう。言うまでもなく、このコンテクストにおける行政と企業の相違

の一つは、権限の明確な自律性と組織の構造分化である。企業の場合には、特定の製品を

コアとして、企業内、同一セクター複数企業間、また、複数セクター複数企業間、いずれ

にせよ、地域を超えた国際的連携が比較的可能であろう。他方、行政の場合には、特定の

地域に対する権限が基底にある。連邦国家であれ、単一国家であれ、中央政府レベルと地

5　Kruse/Hogrebe 2013(1).
6　Kruse/Hogrebe 2013(2).
7　TOGI 2015.
8　Von Lucke 2015：S.12-20.
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方政府レベルとの区別が存在する。また、EU のような超国家政府が存在したとしても、

やはりメンバー国政府との区別は存在する。したがって、行政 4.0では、まずネットワー

ク構築の構想をどのレベルで形成するのか、そして、その構想での連携をいかに実現する

のかが、そもそも議論となるであろう。

さらに、政策セクターに関する構想が必要となろう。一政府レベルであっても、個別の

政策セクターごとの多様性と相違が大きく、この点が、やはり、企業が特定の製品に技術

と資源をセクター間の連携の場合にも特化可能である点と大きく異なっている。中央政府

内にせよ、地方政府内にせよ、基本的に政策セクターへの権限配分が存在する。これを基

盤として、同一レベル内での複数セクター間、同一セクター内での複数レベル間、そして

複数レベル間での複数セクター相互といった発展形をどのように構築するかが論点となろ

う。

具体的に構想されている行政 4.0のモデルとしては、同一セクター内のものが示されて

いる 9。消防、司法行政、財務行政、戸籍制度、農政、そして建設行政である。これらの

事例の中で、ここでは二つのタイプを採り上げたい。消防と建設行政である。上記のシェー

マに当てはめると、前者は、直接型を敷衍した図 5 であり、後者は、連携型を敷衍した図

6と考えられる。消防のシェーマでは、ボランティア消防団を含めた複数の消防署間のネッ

トワークが想定される。災害発生の通報が一定のセンサから中枢に為されると、まず状況

把握が行われ、状況に応じた複数の消防署間での適切な救助措置の選択と分担が決定・指

示され、実施される。それと同時に、状況変化が継続的に伝達され、人命救助に当たって

は、どのルートでどこに搬送すべきかの指示が為される。

建設行政のシェーマでは、インフラの老朽化・改修・更新が一つの論点となっている。

土木局が所轄する道路・河川・橋梁と、建築局が所轄する公共建築物では、それぞれセン

サを通じて日常的に構造状況が観察され、管理される。状況に応じては、改修・更新のニー

ズが把握され、対処される。両局間では、こうした情報が共有され、施策や建築行為に関

する意思決定が共同で下され、実際の対応が為され得る。

これらは、行政 4.0のイメージとして、一セクターにおける Internet of Things/

Services の具体構想と考えられる。権限配分上、各署各局が権限を有する事態・地域や対

象には、担当箇所からの直接対応があり得ると考えられるが、相互連携によって、より効

率的・効果的に対応する体制は可能と思われる。他方、これはあくまで一セクターに限ら

れており、複数セクターへ、そして複数レベルに拡張する可能性は、どう考えられるであ

ろうか。

9　von Lucke 2015：S.26-31.
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ここで、Industrie 4.0 の発想との対比でみた二つの論点、つまり行政におけるレベル

の区別と政策セクターの多様性の点から、現実の施策としてのディジタル行政 2020を見

てみたい。その際、ディジタル行政 2020それ自身が行政 4.0の構想と関連するものでは

ない点 10 をあくまで留保しつつ、Internet of Systems/Persons/Data、及び Internet of 

Things/Services の視座をシェーマとしてのみ捉え、手がかりとしてみたい。

3　ディジタル行政 2020 の施策

（1）連邦政府での施策

ドイツで実施されている関連施策を参照してみると、具体例の第一として、連邦政府

は、既に 2009 年に「政府綱領－行政のネットワーク化と透明化」11 と題する施策を公表

していた。この綱領では、19 の施策が提案され、行政 4.0のイメージを当てはめれば、

Internet of Systems/Persons/Data の充実と解釈され得る。連邦行政管理庁によるバック

オフィス機能の拡充 12 をはじめとした行政内部の改革に加え、社会への広がりを見せる

のは、少なくとも行政案内共通電話番号 115 の設置、社会と行政を結ぶ De-Mail の設置、

企業・行政間折衝迅速化である。共通電話番号は、連邦レベルでの行政サービス全般に関

する案内を行う 13。また、De-Mail では、民間ベースの情報システムを基盤に、最終的に

市民一人一人がアドレスを持ち、メイルシステムを通じて情報交換・行政手続を行おう

とする 14。特にこの二つの施策は、Internet of Systems/Persons/Data の基盤を築こうと

するものだろう。これらの具体的措置を試行するために、後述する電子政府モデル地域

（Rhein-Neckar）が指定されている。

こうした経験に立って、また 2013 年の電子政府法（E-Government-Gesetz）15 の施行を

図 5　消防のシェーマ 図 6　建設行政のシェーマ

出典：筆者作成 出典：筆者作成

10　執筆時点で入手した資料と情報の限りでは、CPS の応用は確認されない。
11　BR 2009.
12　BVA 2015.
13　BMI 2011. なお、このシステムは、2011 年に連邦各省に関し通常稼働している。
14　BMI 2014.
15　E-Government-Gesetz 2013.
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受けて、さらに連邦政府は、2014 年に「ディジタル行政 2020」16 を発表している。具体

性を帯びた施策としては、少なくとも 23 件設定されていると判断できる。行政内的には、

電子署名、電子書式編集・管理、電子文書管理、電子立法手続き、そしてシステム全体

の標準化を目指す連邦情報管理プロジェクト（FIM）17 が提唱されている。特に FIM は、

すべての政策セクターに関する手続き情報の互換性を持たせる手法として、分権的管理を

残しつつ、連邦・各州間の情報媒介を実現する試みと判断できる。この意味において、手

続き情報に関して、複数のセクターにおいて複数のレベルでのネットワークが確立され得、

Internet of Systems/Persons/Data の充実が志向されている。

社会への広がりでは、少なくとも、国民電子認証の導入、De-Mail の進捗、電子支払

決済プラットフォーム（ePayBL）、オープン・ガバメント、電子地図情報、電子調達

（e-Vergabe）、モバイル情報の拡充、大学奨学金電子返納、無犯罪証明書電子発行、自動

車電子登録・抹消等の施策が掲げられている。連邦・各州の官庁との支払決済の電子処理

システムである ePayBL18 と、連邦官庁からの調達を電子化する e-Vergabe19 は、支払決

済や調達を、連邦と各州を通じて、ないし連邦内にて統一処理しようとするネットワーク

である。また、奨学金、証明書、登録・抹消の手続は、一セクターながら全国的稼働を目

指したネットワークと思われる。この意味では、特に Internet of Things/Services が志向

されていると言えよう。そして、電子政府モデル自治体として、三市町村が指定されている。

（2）自治体レベルの施策

これらの連邦での施策を更に具体的に実現するために、自治体レベルの具体例に目を向

けてみたい。2009 年の段階でのモデル地域として南西部ドイツに位置する Rhein-Neckar

では、三つの施策群に着手された。アクセスの簡素化、手続きの改善、及び地域支援であ

る 20。ここで紹介すべきは、アクセスと手続きの関連である。前者では、上記共通電話番

号 115 の推進、ポータルの設置、そして、自動車の電子登録・抹消である。特に、ポータ

ルは、隣接する三州を包含して、個人生活と企業活動、及び行政手続きに関し、より広域

的な情報ソースとなっており 21、Internet of Data の地域的広がりがみられる。また手続

き関連では、電子調達や交通表示ポータル等が提案されており、特に電子調達では、告示

から電子入札までの手続きが集約されている。ここでは、連邦政府の施策と自治体レベル

での具現化の連携が見い出される。

16　BR 2014.
17　Wolf 2014.
18　ZIVIT 2012.
19　bescha.bund 2015.
20　Rhein-Neckar 2010.
21　Rhein-Neckar 2015．
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加えて、ディジタル行政 2020で指定されたモデル自治体のうち、施策が最も具体化し

ていると思われる西部ドイツの Düren 市の状況を見てみたい 22。施策は、10 件構想され

ている。これらは、すべて社会への広がりを志向している。市民ポータルを利用した電子

支払、市民ポータル上での電子書式管理、保育園入園管理、電子住民登録・転居、電子事

業登録、文化活動支援、オンライン就活、電子ペット・ごみ処理登録、窓口電子予約、サ

イネージ情報提供である。既に存在している市民ポータルを利用した電子支払・書式管理、

そして電子住民・事業登録、窓口電子予約、また、サイネージ情報提供は、同市内に限ら

れるものの、Internet of Systems/Persons/Data としてセクターを超えた統一的処理を可

能とする。加えて、保育園入園管理や文化活動支援等の施策は、一セクターに限られるも

のの、Internet of Things/Services が目指されている、と解釈可能だろう。

4　結びとして

実際の施策事例を概観して、結びとして、三つの観点を考えてみたい。第一は、

Internet of Systems/Data/Persons の拡充である。ディジタル行政 2020の施策は、この

インフラ的側面の構築に相当程度傾注していると判断できるが、やはり、複数セクターな

がら一レベルに関わるものに留まっている、と考えられる。これは、ドイツの分権制に拠

るところが多く、連邦がすべてのレベルで実施されるべき具体的施策を能動的に策定する

ことは現実的ではないだろう。他方、むしろ地域レベルからの自発的連携も示唆されて

おり、まずレベルごとのセクター横断的な展開が充実し、その後に相互の連携が進めば、

Internet of Systems/Data/Persons の拡充に繋がり得る。

第二は、Internet of Things/Services の実現である。政策セクター間の多様性と相違を

考慮すれば、まず一レベルでの一セクターにおける発展が基本となろう。個別に Internet 

of Things/Services を実現していくことが、より現実的である。特に、政策実施の主体が

自治体である分野こそ、より実際に即した施策を展開しやすいと考えられ、その意味で、

例えば上記の消防や建設行政の事例が、そのモデルと成り得る。この一セクター内のネッ

トワークを複数レベルに結び付けていくことが、一つの方途であろう。

そして、レベルとセクター相互の連携構築に関する構想の拡張が、第三の論点である。

ディジタル行政 2020は、連邦 CIO の下での各省事務次官会議によって統括され、その下

で各省代表から構成されるディジタル行政 2020WG が作動し、オープンデータ、電子文

書、電子署名、電子支払、電子調達といった側面での検討が為されている 23。この協議体

により、連邦政府内に限られるものの、複数セクター間の展開は期待できよう。加えて、

モデル自治体の指定によって、別のレベルとの連携も試みられている。このモデル自治体

22　Rothkranz 2014.
23　BR 2014: S.54-55.
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指定は、コンペティションが開催された上での決定と思われ 24、連邦の問いかけに対する

自治体側の自発的提案に基づく方式とみなし得る。相互に権限が自律した複数レベル間で

の連携を促進するには、こうした相互折衝の方式が有意義となるのではないだろうか。ま

た、OECD や特に EU との一定範囲のプロジェクト協力と互換性として、国際的展開も

意識されている 25。この意味で、可能な限り複数レベルと複数セクターに及ぶ Internet of 

Systems/Persons/Data を充実させ、セクターごとを中心に Internet of Things/Services

を実現しながら、権限の関連する限り、セクターとレベルの連携を図っていくことが一つ

の方向性ではないだろうか。Indutrie 4.0 が進展するとすれば、どこまで行政も変革され

得るのであろうか。ディジタル行政 2020の今後の展開、そして行政 4.0の具体化可能性

に関して、今後観察する必要があるだろう。
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